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わが国の母子家庭に対する施策の性格と課題
元木　久男
Characteristics and problems of policies for single-parent families in Japan.
　This paper aims to explore an alternative policy that can truly guarantee the well-being of the 
children in single-parent families. Recent policies have focused on the employment support for single 
mothers, to the exclusion of other needs. As result, single parents are not receiving the range of 
assistance that they need. It is important to amend current policies to what can make both parent and 
child live better and happier in single families. 
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Abstract
１．はじめに
　長期間に及ぶ景気の低迷で、わが国も深刻な貧困問
題を抱えるようになったが、そうした貧困問題が凝縮
した様相を呈しているのが母子家庭をめぐる問題状況
である。家族の多様化が指摘されるようになって久し
いが、わが国の母子家庭をめぐる現状をみると、子ど
もにとって多様な家族での生活が許容されるような社
会になっているとはとてもいい難い。むしろ、父親と
母親が性別役割分業する両親家庭でなくては子どもは
正常な家庭生活を営むことが困難である傾向が強まっ
ているのではないかが疑われる。
　本稿では、子どもがどのような家庭で暮らそうとも
平等に福祉が享受できるような子どもの福祉保障のあ
り様を探究する一環として、わが国の母子家庭に対す
る施策の性格を明らかにし、その問題性と課題を探る
ことにする。
２．母子家庭等に対する施策の特徴
　これまで、母子家庭等に対しては、母子及び寡婦福
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祉法による母子福祉資金の貸付と就業支援・雇用の促
進および生活支援、児童扶養手当法と国民年金法によ
る児童扶養手当や遺族年金の支給が施策として講じら
れている。さらに、2002 年に『母子家庭等自立支援
対策大綱』が策定され、この策定を受けて同年に母子
及寡婦福祉法が改正され、国に母子家庭及び寡婦の生
活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針を、
そして都道府県等に、国の定めた基本方針に即して母
子家庭及び寡婦自立促進計画を、それぞれ策定するこ
とが義務づけられた。
　現在の母子家庭等に対する施策は、これらの制度や
国の定める基本方針、都道府県等の定める自立促進計
画によって総合的に推進されているが、それらの施策
が厚生労働省の「ひとり親家庭の支援について」（厚生
労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課 2012）で取り
まとめられている。そこで、この厚生労働省によって
取りまとめられた施策を吟味することによって、現在
推進されている母子家庭等に対する施策の特徴を探る
ことにする。施策は、大きく (1) 子育て・生活支援、(2)
就業支援、(3) 養育費の確保、そして (4) 経済的支援の
4 つから構成される。
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　ひとつ目の、子育て・生活支援では以下の５つの事
業が行われている。
①母子家庭等日常生活支援事業
一時的に家事援助、保育のサービスが必要な場合
や技能習得のための通学や就職活動を行うとき、
病気や事故、冠婚葬祭や出張があるとき、乳幼児
の保育 ・食事の世話、身の回りの世話、生活必需
品等の買物を行う事業。
②ひとり親家庭生活支援事業
多くの生活面での問題を抱えるひとり親家庭が生
活の中で直面する諸問題の解決や児童の精神的安
定を図るため、以下の 6 つの事業が実施される。
　ア．ひとり親家庭相談支援事業
ひとり親家庭が直面する課題に対応するため相
談支援を実施。
　イ．生活支援講習会等事業
育児や母親・児童の健康管理など、生活支援に
関する講習会の開催。
　ウ．児童訪問援助事業
ひとり親家庭の児童が気軽に相談することので
きる児童訪問援助員（ホームフレンド）を児童
の家庭に派遣し、児童の悩みを聞く等の生活面
の支援の実施。
　エ．学習支援ボランティア事業
ひとり親家庭の児童等の学習を支援したり、児
童等から気軽に進学相談等を受けることができ
る大学生等のボランティアを児童等の家庭への
派遣。
　オ．ひとり親家庭情報交換事業
ひとり親家庭が定期的に集い、お互いの悩みを
打ち明けたり相談し合う場の開設。
③母子生活支援施設での支援
④母子自立支援員による、母子家庭の母等への、相
談対応、自立に必要な情報提供および指導、職業
能力の向上及び求職活動に関する支援。
⑤子育て短期支援事業
母子家　等が安心して子育てをしながら働くこと
ができる環境を整備するため、以下の 2 つの事業
が実施される。
ア．短期入所生活援助（ショートステイ）事業
保護者の疾病や仕事等のため児童の養育が一時
的に困難となった場合や育児不安や育児疲れ、
慢性疾患児の看病疲れ等の身体的・精神的負担
の軽減が必要な場合に、児童を児童養護施設等
で一時的に預かる。
　イ．夜間養護等（トワイライトステイ）事業
保護者が仕事などのため平日の夜間又は休日に
児童を養育することが困難となった場合などに
その児童を児童養護施設等において保護し、生
活指導、食事の提供等を行う。
　まず、乳幼児の保育や食事・身の回りの世話等を行
う①の母子家庭等日常生活支援事業と児童養護施設等
での子どものショートステイやトワイライトステイを
行う⑤の子育て短期支援事業、そして③の母子生活支
援施設での支援は、母子家庭等の子育てや家庭生活を
直接援助する支援として位置づけることができる。
　つぎに、②のひとり親家庭生活支援事業のうち、ア
のひとり親家庭相談支援事業とイの生活支援講習会等
事業、そしてオのひとり親家庭情報交換事業は、母子
家庭等の家庭生活や子育ての能力の向上のための便宜
を提供する支援として位置づけることができる。
　最後に、④の母子生活支援員による支援は、雇用の
促進による母子家庭の母等の自立と家庭生活や子育て
の能力の向上のための便宜を提供する支援として位置
づけることができるであろう。
　２つ目の、就業支援として以下の 8 つの事業が行わ
れている。
①マザーズハローワーク事業
②母子家庭等就業・自立支援事業
③ 母子自立支援プログラム策定等事業
④ 自立支援教育訓練給付金事業 
⑤ 高等技能訓練促進費等事業
⑥ ひとり親家庭等の在宅就業支援事業
⑦ 職業訓練受講時の託児サービスの充実
⑧ 職業紹介等を行う企業等によるひとり親家庭の就業 
　 支援
⑨ 就業・社会活動困難者への戸別訪問の実施
　これらの事業は、雇用の促進による母子家庭の母等
の経済的自立への支援として位置づけることができる
だろう。
　３つ目の施策である養育費の確保については、「母子
及び寡婦福祉法」や「民事執行法」などの法改正によっ
て離婚後の子どもを監護しない親の養育費の支払責務
や強制執行など養育費の確保についての制度的な整備
が進められ、また、相談機関である「養育費相談支援
センター」の創設、養育費専門相談員の配置による養
育費の確保への支援、養育費の取得に係る裁判費用の
貸付が実施される。
　養育費の確保は、離婚後に子どもを監護しない親の
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扶養義務の履行を助長することによって母子家庭等の
所得の増加をねらいとしたものなので、間接的な経済
的支援として位置づけることができるだろう。
　４つ目の施策である経済的支援では、母子福祉資金
の貸付と児童扶養手当の支給が行われる。母子福祉資
金の貸付は長いあいだ母子家庭への中軸的な施策で
あったが、「配偶者のない女子の経済的自立の助成と、
生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児
童の福祉を増進する」（同法第 13 条）ことを目的とし
て 12 種類の福祉資金が貸付けられる。貸付の目的に
みられるように、経済的支援というより、雇用の促進
による母子家庭の母親の経済的自立への支援が主なね
らいとなっているといっていよいだろう。ただし、修
学資金など半数である 6 種類の福祉資金が母子家庭の
子どもを対象とした福祉資金であり、母子家庭への経
済的支援としてのねらいも含みもっている施策だとい
えよう。
　児童扶養手当の支給は、もちろん経済的支援として
位置づけられるが、死別母子家庭への遺族年金の支給
とあわせて、母子家庭に対する施策のなかで、唯一の
純粋な所得保障であり、その点で、格別な重要性をも
つ経済的支援であるといえよう。
　以上、いま推進されている母子家庭等に対する施策
内容をみてきたが、就労による自立の支援を中心に施
策が設計されているといってよいだろう。たしかに、
子育てや家庭生活への直接的な支援や経済的支援も盛
り込まれてはいるが、母子家庭等日常生活支援事業と
子育て短期支援事業は、困難な就労状況にある母子家
庭の母等への就労支援のねらいが多分に含まれている
ことを考慮する必要があるし、児童扶養手当の支給も、
支給される手当額をみれば、とても十分な経済的支援
だとはいえない。やはり、就労による自立への支援が
主なねらいとなった施策なのである。そこで、次節では、
このように母親の就労による自立支援を中心とした施
策に向かわせるわが国の母子家庭施策の性格を明らか
にしたい。
３．母子家庭等に対する施策の性格
（１）母子保護法による母子家庭に対する施策の性格　
　わが国ではじめて母子家庭等に対する単独の制度と
して制定されたのが 1937 年の母子保護法である。知
られるように、母子保護法は昭和恐慌、東北地方や北
海道の凶作によって国民生活の窮乏が深刻化するなか
で母子心中事件が頻発するようになっていた当時の逼
迫した社会情勢を背景に制定されたものである。さら
に、大正期の母性保護論争に端を発した「育児中の母
に対する生活保障の主張が法律要求の具体的な運動へ
と発展」し、それを推進した母子扶助法制定運動とこ
の運動を引き継ぐその後の展開によって制定の成果を
上げた法律である（今井 2004：67）。したがって、母
子保護法がどのような法であったかの吟味をとおして、
わが国の母子家庭施策がいかなる性格を有して登場し
たかを明らかにすることができよう。
　まず、母子保護法の大きな目的が子どもの保護や健
全育成であったことが認められる。厚生省社会局の「母
子保護法の其の後」（厚生省社会局 1941）で、母子保
護法制定の趣旨が、子どもを養育することが母親の天
職であり、母親がこの天職を遂行することによって、
将来の国家を担う大切な子どもを健全に育てることが
できるのであるから、母親がさまざまな不幸な境遇に
陥り、この天職を遂行できない場合に、国家が保護して、
これを遂行できるようにすることだと述べられている。
また、母子保護法の成立に尽力した社会事業家の高島
巌も、「貧困なる母子の救済という消極的意味の外、次
代国民の健全なる発達を目的とするところに、更に大
きな意味」があると述べている（高島 1938：55、引
用にあたって旧字体を新字体に改めた）。さらに同法制
定時に内務省社会局部長であった山崎巌も、子どもが
嫡出子であるか私生児であるかを問わない理由の説明
のなかで、同法の主要な目的が児童の保護にあること
を述べている（山崎 1938）。以上から、母子保護法の
目的が、将来を担う子どもの保護や育成にあったこと
が確認できるだろう。
　つぎに、保護の内容をみると、被扶助者の資格要件
は「十三歳以下ノ子を擁スル母貧困の為生活スルコト
能ハズ又ハソノ子ヲ養育スルコト能ハザルトキ（中略）
但シ配偶者（中略）アル場合ハコノ限ニ在ラザル」（母
子保護法第 1 条）とされ、また配偶者があっても、障
害を有している等、事実上子どもの扶養義務を履行で
きない場合にも扶助の対象とされる。山崎は、同法で
扶助を受ける者は「母であって其の者が同一家庭に於
いて其の子を養育する場合でなければならぬ（中略）
貧困なる原因の為生活及び子の養育の不能なる者でな
ければならぬ」と述べ、「夫（内縁関係を含む）の死亡、
離婚、労働不能、行方不明、拘禁の事由に依り又は夫
が其の母子を遺棄したるに依り母が自ら子の養育と家
計維持に当らねばならぬ場合」に扶助が行われると述
べている（山崎 1938：226 － 227、引用にあたって
旧字体を新字体に改めた）。
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　以上から、母子保護法は、夫の死亡や離婚その他の
理由によって事実上夫の扶養を受けることのできない、
子どもを自分の下で養育する母親が、貧困であるため
生計を維持することも子どもを養育することも困難な
ときにその母親に扶助を行う制度だということになる。
ここでまず指摘したいのは、子どもの保護や育成が母
子保護の目的とされているのだが、実際の支援の対象
となるのは、その子どもを養育する母親だということ
である。それは、厚生省「母子保護法の其の後」にみ
られるように、子どもを養育することが母親の崇高な
天職だと観念されているからである。この点で興味を
惹かれるのが、同法には扶助に際しての欠格条項の規
定があるが、この欠格条項に関する「本法の目的が母
をして子女の養育を全ふせしむる点にある以上母が性
格行状不良又は精神身体の障碍等の事由に因り、子を
養育するに適せざる場合之を扶助より除外すべきは当
然」だとの山崎の説明である（山崎 1938：229）。
　母子保護法は、子どもの保護や育成を目的としてい
るとはいっても、その目的達成の手立てとして、その
子どもを養育する母子家庭の母親への支援を直接の目
的としているのである。このように母子保護法は困窮
する母子家庭への支援を目指した立法ではあるが、支
援を行うのは、母親が子どもの養育を天職としている
からであり、この天職を全うさせるために支援を行お
うとするものであり、したがって母親を扶助すること
がその支援の内容となっているのである。このように、
母子保護法は、「母子保護法は、此の崇高な母性尊重の
法律であります」（厚生省社会局 1941）という叙述に
如実に表れているように、当時観念されていた子ども
の養育を天職とする母親役割への期待を強く反映した
ものであったのである。そうであるからこそ、母親が
性格や行動の面で問題があったり、心身に障害を有し
ているために子どもの養育に不適切である場合には支
援を行わない、つまりその母親に子どもの養育を期待
しないことになるのである。なお、母親が扶助から除
外される場合は、山崎は当然救護法によって必要な救
護を受けることになると述べている（山崎 1938）。
　ところで、同法は「第一条ノ規定ニ依リ扶助ヲ受ク
ベキ場合ト雖モ母ノ扶養義務者及其ノ子の扶養義務者
共ニ扶養ヲ為スコトヲ得ルトキハ之ヲ扶助ゼズ」（第４
条）と、母親に扶養義務者があってその者に扶養能力
がある場合と子どもの扶養義務者に扶養能力がある場
合には扶助を行わないと規定している。子どもの扶養
義務者とは、もちろん父親のことになるが、この点に
ついて高島は、裕福な家庭でも家庭不和のため父親が
扶養義務を果たさない場合については「裕福な家庭生
活を営む者に対して、家庭不和を理由として、その業
務を免じ、国家がこれを支払ふといふことは適常でな
い」と、父親の扶養を優先させるのが同法の建前だと
している。
　ここで留意すべきは、母子保護を行う場合、（親族の）
扶養義務との関係が強く意識されている点である。そ
もそも困窮する母子家庭を支援するのは、父親という
その母子の扶養義務者がなかったり、あっても扶養能
力を有していないからだとされるのである。扶養能力
を有する扶養義務者があるかぎり、どのように困窮す
る母子も支援の対象とはならない、それが母子保護法
の建前なのである。
　ところが気になるのは、これだけ私的扶養義務との
関係が強く意識されながら、子どもを養育する母親の
役割については、扶養義務との関係がほとんど意識さ
れていないことである。「親の未成熟子に対する扶養
義務については格別の規定はなく、旧 954 条 1 項（現
877 条 1 項）に当然含まれると解されて」いるとされ
（三宅 1999：749）、その旧民法第 954 条では、「直系
血族及ヒ兄弟姉妹ハ互ニ扶養ヲ為ス義務ヲ負フ」と定
められており、とくに父親だけが未成熟子の扶養義務
を負うということではない。だが、母子保護を行うに
あたっては父親の扶養義務は強く意識されるが、母親
の子どもの養育責任については扶養義務と関係づけら
れることがほとんどないといってよい。
　ひとつには、旧民法の親権の規定が、現行民法のよ
うに父母共同親権を原則にするのではなく、「子ハ其家
ニ在ル父ノ親権ニ服ス但独立ノ生計ヲ立ツル成年者ハ
此限ニ在ラス」（旧民法第 877 条第 1 項）と基本的に
は親権は父親が行使するものとされていたためだと考
えられる。旧民法では、「父カ知レサルトキ、死亡シタ
ルトキ、家ヲ去リタルトキ又ハ親権ヲ行フコト能ハサ
ルトキハ家ニ在ル母之ヲ行フ」（同条第 2 項）と母親
が親権から全く排除されているわけではないが、「母
は父が親権を行使する場合には、基本的には自ら親権
を行使することはできない（中略）『母に対して夫権を
有する父のみ』が親権を行うものとされたから」（広井
1999：60）という理由から、母親の親権が大きく制限
されていた。母子保護に際して母親の扶養義務がほと
んど意識されなかったのは、こうした旧民法での母親
の親権の制限に表れている、子どもの養育をする母親、
そしてその母子を監督し、扶養する父親という親子の
在り方についての観念が強かったためではないだろう
か。
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　いずれにせよ、子どもを養育する母親の役割は、子
どもの扶養義務との関係から措定されるのではなく、
その代りに母性規範に基づいて強調されることになる。
そのことは、困窮する母子家庭の母親を支援するのは
子どもを養育する母の崇高な天職の遂行を可能にする
ためだとの見解や、「子供が、心身共に健全に成長す
るためには、母親自らこれが養育に当たることが最も
適当であることは、云ふまでもないが、本法の目的と
するところも、母をして、その本来の使命である子養
育の任務を完ふせしめようとするもの」（高島 1937：
56）だとの叙述によく表れている。
　ところで、母子保護法では、母親の就労を問う規定
はみられない。被扶助者の欠格条項は、さきに述べた
母親が性格・行状が不良等で子どもを養育するうえで
不適切であることと扶養能力のある母親か子どもの扶
養義務者があることのみである。また、第 10 条に規
定する扶助を行わない場合の母親の事由に就労に関す
るものはない。厚生省社会局「母子保護法の其の後」
でも、法の目的が母親にその天職を遂行させることに
あるので、「母が働く力を持って居るか否かを問うこ
とはなく、母子を一体として、その平和な家庭を中心
として、必要な保護を与え母子の最低限度の生活を保
障して居る」との見解が示されている（厚生省社会局
1941：363）。
　このように母子保護法では、母親の就労については
無関心であったことが疑われる。ただ、同法によって
行われる扶助は 4 種類あるが、そのひとつが生業扶助
であることから同法が母親の就労に全く無関心であっ
たわけではない。だが、この生業扶助について、山崎
は「本法に依る被扶助者たる母は原則として労働能力
のある者なるを以て、子
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
女の養育に支障のない限り生
業扶助を与え自活せしむることは望ましきことである」
との見解を述べており（山崎 1938：237、傍点引用者）、
母親の就労の積極的な促進が意図されたものではなく、
やはり同法では母親が就労して母子生活を自立させる
ことまで想定されていたわけではないことが窺われる。
　母子家庭、ひいてはひとり親家庭の問題は、基本的
には「①子育てすること、②就労して生計を成り立た
せること、という 2 つの役割を 1 人の親が行うという
点にある（中略）親が 2 人いる場合、①の役割と②の
役割の大半を分担することが可能である（中略）ひと
り親は、子どものためそして自分自身のためにも精一
杯に 2 人分の役割を果たそうとするが、2 人で行う役
割を 1 人で行うのは大変である」（新保 2003：12 －
13）という問題である。そして、母子保護法でも、こ
うした問題の捉え方がされていたことが、たびたび引
用している「母子保護法の其の後」の叙述から窺われ
る。すなわち、一家の中心である父親がいなくなった
りする不幸に際して「若しも暮らしに困らないだけの
資産があれば幸ひです。又頼りになる親類縁者があれ
ば結構です。しかし、資産もなく、頼りになる親類縁
者がない場合はどうでせう（中略）女のか弱い手で、
子
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
供を育てながら一家の暮らしを立てて行くことは、
容
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
易なことではありません。其の為に色々な悲劇が起
こります」（厚生省社会局 1941：362、傍点引用者）
と述べられているのである。
　このように、母子保護法でも、母子家庭の問題が母
親一人で子どもを育てる役割と生計維持の役割の 2 つ
の役割を果たさなくてはならない問題だと認識されて
いた。だが、母親の役割が子どもを養育する面で強調
され、子どもの扶養義務との関係づけが乏しかったこ
とから、この二重役割の困難性の解決の方向が、生計
を成り立たせる役割を担って母子を扶養する者がいな
いため生活が苦しくなって、母親が子どもを育てる役
割を担うことが困難になっているのだから、母親がそ
の子どもを育てる役割を担えるように、扶養義務者に
代って母子の扶養を代行する支援に向かったのである。
もちろん、この支援は、米 10㎏の価格が 2 円強の当時、
1 日 25 銭を限度額とする生業扶助や同じく 25 銭を限
度額とする養育扶助という甚だ不十分なものではあっ
たが、母子の扶養の代行がねらいとされた点は重要な
意味をもつと思われる。
　以上から、母子保護法の制定によって取り組まれる
ようになった母子家庭に対する施策は、扶養義務者が
不在であるため困窮する母子家庭の母親が子どもを養
育する役割を遂行することが困難となったときに、母
親が子どもを養育する責任を果たすことができるよう
に支援するというものであり、子どもを養育する母親
の家族責任が強調され、その責任を果たせるよう母親
を支援するという性格をもっていたことが確認できる。
あわせて、母親の家族責任には、子どもの経済的扶養
義務の観念は乏しかったことも確認することができる。
（２）戦後の母子福祉資金貸付制度と母子福祉法制定に
よる母子家庭に対する施策の性格
　わが国の戦後の母子家庭等への支援は，母子福祉資
金の貸付を中心に展開してきた。そこで、つぎに、現
在の母子及び寡婦福祉法の前身である 1952 年制定の
母子福祉資金の貸付等に関する法律および 1964 年の
母子福祉法制定で取り組まれようとした母子家庭に対
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する施策の性格を探ることにする。
　まず、母子福祉資金の貸付等に関する法律は、「配偶
者のない女子であって現に児童を扶養している者に対
し、資金の貸付を行うこと等により、その経済的自立
の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養し
ている児童の福祉を増進すること」（同法第 1 条）を
目的としている。母子家庭の母親の経済的自立と生活
意欲の向上が大きな目的とされ、条文からの印象では、
子どもの福祉増進は次善の目的のように受け取れるが、
むしろ逆に、母子家庭の児童の福祉増進には母親の経
済的自立と生活意欲の増進が不可欠なので、それを支
援すると解釈すべきである。それは、同法で福祉資金
の貸付の対象となる者を「配偶者のない女子であって、
民法第877条の規定により現に児童を扶養している者」
（同法第 3 条）としているからである。つまり、同法に
よる支援には、民法の扶養義務の規定にしたがって実
際に児童を扶養しているかぎりで支援するという条件
が付けられているのである。そのために児童の年齢も、
民法の扶養義務の規定に整合させるために、すでに 5
年前制定されている児童福祉法の規定に準ずるのでは
なく、民法の未成年者である 20 歳に満たない者（同
法第 2 条 2 項）とされている。
　このように、母子福祉資金の貸付等に関する法律は、
母子家庭の母親の子どもを扶養する義務に関係づけて
福祉資金の貸付が設計されている。ところで、同法の
施行に際して，同法施行上の疑義に対する回答が厚生
省児童局長名で通知されているが、それらの回答から，
母子福祉資金の貸付が児童を扶養する義務を負う者へ
の経済的支援としての性格を強く有していたことが窺
える。以下、「母子福祉資金の貸付等に関する法律の
疑義及びこれが解答について ( その一 )」( 昭和 28 年
5 月 12 日、児乙発第 30 号 )、「同（その二」( 昭和 28
年 5 月 22 日、児乙発第 33 号 )、「同（その五」（昭和
28 年 7 月 7 日、児発第 333 号の 2）、および「同（そ
の七」（昭和 28 年 10 月 15 日、児発第 499 号の 2）の
なかの回答をいくつかみていく。
　まず、いわゆる妾の場合母子家庭とみなしてよいか
の質問に対して、妾が同法に規定する「配偶者のない
女子」に該当することは確かだが、「現に児童を扶養し
ている者」であるかは、個々の具体的事例につき慎重
に対処されたいと回答されている。つまり、その妾が
扶養義務を負っているかどうかが福祉資金の対象とな
るか否かのポイントだというのである。
　つぎに、20 歳未満の養子を迎えた未亡人が貸付の対
象となるかの質問に対象となると回答されている。も
ちろん、この場合は正式な養子縁組のなされたケース
が想定されての回答であろう。さらに、離婚に際して
戸籍は父親の下に留置し，扶養は母親が負う旨の家庭
裁判所の審判を受けたケースについて，民法第 877 条
に規定する扶養義務者は，戸籍の異動，同居の有無に
は関係ないので，母親が現に児童を扶養している場合
は貸付の対象となると回答されている。また，両親が
死亡した児童を家庭裁判所の審判によって（配偶者の
死亡した）叔母が扶養義務を負うケースでも貸付の対
象となり，同じく両親の死亡した児童を（配偶者の死
亡した）祖母が扶養する場合，両親が死亡した（配偶
者のない）姉が 20 歳未満の弟や妹を扶養する場合，
いずれも貸し付けの対象となると回答されている。
　とくに興味深いのは，離婚に際して当初は家庭裁判
所の審判により戸籍も父方に扶養義務も父親が負うこ
とになったが、実際には父親に扶養能力がなく母親が
児童を扶養しているケースへの回答である。父親と母
親の協議によって改めて母親が児童を扶養する取決め
がなされるか，協議が調わない場合でも民法第 880 条
による家庭裁判所の審判の変更がなされた場合であれ
ば貸付の対象となると回答されているのである。とい
うことは、実際には母親が児童を扶養していても、母
親が児童を扶養することについての父親と母親の協議
が整うか、家庭裁判所の審判の変更がなされないかぎ
り、すなわちその母親が民法第 877 条による扶養義務
者と認められないかぎり、福祉資金の貸付対象とはな
らないというわけである。
　以上から，母子福祉資金の貸付の対象となるのは，
民法第 877 条の規定によって扶養義務を負っている配
偶者のない女性が，実際に 20 歳未満の児童を扶養し
ている場合であり，また貸付を受けられるのは母親だ
けとはかぎらず，子どもの祖母や姉でもよい、場合に
よっては叔母でもよく、貸付けるのは現に児童を扶養
している扶養義務を負う配偶者のない女性に対してだ
と認識されていたことが明らかである。
　このように、戦後の母子福祉資金貸付制度による母
子家庭に対する施策では、支援を行ううえで子どもと
の扶養関係への拘りがみられるようになっている。母
子保護法の時期のように、母親の子どもに対する役割
を母性規範を土台とするだけでなく、子どもへの扶養
義務とも関係づけて措定するようになったのである。
その結果、母子家庭の母親は、子どもを養育する天職
の遂行とあわせて、母子の生計を維持する家族責任を
担う者と認識されるようになった。
　『厚生白書』昭和 32 年度版の母子福祉行政について
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の記載のなかで，家族生活が「夫婦とその未成年の子
が共同の生活を営むことをもってその正常な姿として」
おり，「夫が就業して一家の生計を支え、妻が子の養育
をふくむ家事を主として分担するというのが、最も普
通の在り方」だが，「このような正常な形における家族
生活は、夫婦の一方の死亡とか、あるいは夫婦の離婚
とかによって毀損される」ことになり，とくに未成年
の子どもをかかえた母子世帯の母親は，「生計の維持と
子の養育という二つの責任を引き受けなければならな
い」ので，母子福祉の課題が「母の責任の遂行を容易
にするような方策を講ずるということにある」との見
解が「母子の問題の真の所在」として述べられている（厚
生労働省白書等データベースサービス）。
　性別役割分業を前提として、母子家庭になることで、
夫＝父親の生計維持責任の遂行が期待できなくなった
ため、母親は子どもを養育する責任とあわせて生計を
維持する責任を果たさなくてはならなくなった、これ
が母子問題の真の所在であり、そして、母親が、この
二重の責任を遂行することを容易にする方策を講じる
のが母子家庭に対する施策の課題だというのである。
　以上から、母子福祉資金の貸付等に関する法律によ
る母子家庭に対する施策は、母親の役割が子どもの扶
養義務と関係づけられて措定されるようになったこと
により、母性規範を土台とした母親の子どもを養育す
る責任に、親として未成熟子を扶養する義務が結合し
た結果、子どもの養育と生計を成り立たせるという、
母親の二重の家族責任を基本に据えて施策を推進する
という性格をもつようになったことを確認することが
できるであろう。
　1964 年に、この母子福祉資金の貸付等に関する法
律を引き継いで、母子福祉法（現母子及び寡婦福祉法）
が制定されるが、同法による施策も、施策内容自体が
母子福祉資金の貸付を中心としたものであるし、基本
的には同様の性格をもったものである。同法はなによ
りも母子福祉の理念を明らかにしたものであるとされ
るが、その母子福祉の理念について、厚生事務次官通
達「母子福祉法の施行について」（昭和 39 年 8 月 5 日、
発児 168 号）で、「児童の福祉の面から見れば、児童
がどのような環境に置かれようとも、その児童が心身
ともにすこやかに育成されるための諸条件が維持され
なければならないのであって、そのために必要な保護、
指導及び助成がなされなければならないと同時に、母
親に対しては、みずからが健康で文化的な生活を営み
つつ、その育児責任を果し得るよう、必要な援助がな
されなければならない。すなわち、母子福祉の基本理
念は、母と子の福祉が一体となって保障されなければ
ならない」との見解が示されているが、一方で子ども
の福祉保障への公的な責務が述べられ、もう一方で母
親の生活保障と母親の育児責任遂行への援助について
の公的責務が述べられ、そして母子一体の福祉保障が
いわれる。母親が育児責任を果たすことによって児童
の福祉が保障されるように支援する公的責務が想定さ
れていると解釈でき、やはり、子どもを養育する母親
の家族責任が基本に据えられているのである。
　子どもを扶養する家族責任についても、厚生省児童
家庭局長通知「母子福祉法の施行について」（昭和 39
年 8 月 5 日、児発第 683 号）で、「配偶者のない女子
と児童との関係は、民法第八七七条の規定により現に
扶養している場合に限られるものである」、「配偶者の
ない女子が民法上扶養義務を負いながら、現実には全
く扶養の義務を果さず（中略）児童の扶養がその女子
以外の者（中略）により行なわれている場合は、その
女子は本法の対象とはなり得ないものである」と、扶
養義務を負う母子家庭の母親の行う子どもの扶養を支
援すると解釈される見解が示されている。
４．母親の家族責任を基本に据えた母子家庭施策の
限界 ― むすびにかえて
　前節でわが国の母子家庭に対する施策が、母親の子
どもの養育と生計を成り立たせる家族責任を基本に据
えて施策を推進するという性格をもったものであるこ
とを確認した。つまり、母子家庭の母親が、新保が「大
変だ」と指摘する（新保 2003）、ひとりで「子どもを
育てること」と「生計を成り立たせること」の二重の
役割を、家族責任として果たさなければならないこと
を基本に据えた施策が推進されるのである。
　母子家庭の母親は、それが彼女に責任として負わさ
れているのだから、家庭生活を成り立たせながら、子
どもを育てなければならないと観念される。したがっ
て母子家庭への支援が行われるとすれば、母親がこの
家族責任を果たすことに焦点を当てた支援が目指され
ることになる。そしてこうした方向性をもった支援は、
彼女の家族責任の遂行そのものを手助け、援助する支
援か、そうではない支援、つまり家族責任の遂行その
ものを手助けするのではなく、当人自身が自力で責任
を遂行できるように支援する、つまり自立支援のいず
れかということになる。
　前者の支援の極みは、たとえば生活に必要な費用の
額すべてを支給する経済的支援といった家族責任の全
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面的肩代わりであるが、現実にはその責任のいくばく
かを肩代わりするというものになるだろう。だが、母
親の家族責任の遂行そのものを援助する支援は、母子
家庭に対する施策が母親の家族責任を基本に据える原
則に抵触するものであるから、この原則に抵触しなが
らも支援を行う正当な理由が必要となる。それは、母
子家庭の母親が自らの家族責任を果たせないことを正
当だと認める理由である。
　さて、1959 年の国民年金法の制定による死別母子家
庭対象の母子年金の支給に伴い無拠出の母子福祉年金
が支給されるようになる。さらに、1961 年には、この
母子福祉年金制度を補完するために、離別母子家庭を
対象とした児童扶養手当法も制定され、離婚による母
子家庭にも経済的支援が行われるようにもなる。この
母子福祉年金や児童扶養手当の支給は、家族責任の遂
行そのものを援助する経済的支援として位置づけられ
るものであるが、それでは、なぜ、家族責任を基本に
据えながらも、これらの経済的支援が行われるように
なったのであろうか。
　まず、厚生事務次官通達「児童扶養手当法の施行に
ついて」（昭和 36 年 12 月 21 日、発児第 318 号）で、
社会経済的に困窮する事例の多い「母子世帯の母の児
・
童
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
を扶養する努力を経済的に援助する必要がある」な
どを考慮して、「経
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
済的支柱である父と生計を同じくし
て
・ ・ ・ ・
いない児童に手当を支給」するとの児童扶養手当法
の立法の趣旨が述べられている（傍点、引用者）。
　児童扶養手当は、母子世帯の母の児童を扶養しよう
とする努力を経済的に援助する、つまり母親の家族責
任の遂行を援助するために支給されるものであるが、
それはその世帯に経済的支柱、つまり稼ぎ手である父
親がいないからだというわけである。また、同手当は，
父親がいない場合だけでなく、父親がいても障害を有
している等、事実上経済的支柱となりえないときにも
支給されるが、これらのことを併せ考えると、制定時
の児童扶養手当法は家庭生活を経済的に成り立たせる
責任は父親にあると想定していたということになる。
少なくとも創設当初の児童扶養手当制度が「前提とす
る家庭は，労働能力・稼得能力によって家庭の生計を
維持する責任のある父、物質的・精神的に児童を世話
する責任のある母、というような性別役割分業を前提
とした家族モデルある。（中略）児童扶養手当制度が対
象とするのはこのような家族モデルからそれぞれの事
情によって生計維持責任者である父を欠いた家族、父
によって生計を維持することのできない家族」であっ
た（堀 2001：73）といってよいであろう。
　以上から、母子福祉年金や児童扶養手当の支給とい
う母子家庭の母親の家族責任の一部を肩代わりする経
済的支援が行われたのは、この時期、夫との死別、さ
らに離別によって一家の働き手を失ったために困窮す
ることが母子家庭の母親が家族責任を果たすことがで
きないことを正当だと認める理由となっていたためだ
ということができよう。もちろん、すでに母親の子ど
もに対する扶養義務の観念が確立していた時期ではあ
るが、同じ時期、男女の性別役分業が普及し、いわゆ
る専業主婦が一般化し、男性稼ぎ手モデルが確立する
ようになっていたのである（望月 1985、落合 1994、
袖井 1996）。当時の社会通念として、稼ぎ手である夫
を失ったことが母子家庭の母親が生計を成り立たせる
家族責任を果たせないことを正当と認める理由となっ
ていたのである。皮肉なことに、性別役割分業を基盤
とした男性稼ぎ手モデルが母子家庭への経済的支援を
正当化するのである。
　だが、1980 年代になって事態は変わる。1985 年に
児童手当法が改正されるが、それは、厚生事務次官通
知「児童扶養手当法の一部改正の施行について」（昭和
60 年 7 月 31 日、発児第 134 号）によれば、「この制
度を、従来の母子福祉年金の補完的制度から、母子家
庭の生活の安定と自立の促進を通じて児童の健全育成
を図ることを目的とする福祉制度に改める」改正であっ
た。小玉はこの改正で児童扶養手当の支給が家族の自
主努力を前提としたものとなったことを指摘する（小
玉 2010）。具体的には、同法のなかに手当の支給が離
婚した父親の子どもに対する扶養義務の履行を何ら変
更するものではない旨が明記され、離婚した父親の所
得が一定額以上である場合は原則として手当は支給し
ないこととされたのである。
　このように、1980 年代に入って、母子家庭に対する
施策は、まず、子どもと生活を共にしない父親の扶養
義務の履行の徹底化が目指されることによって家族責
任をより一層強調する方向に変化し、そしてその延長
線上で，母親を含めた扶養義務を有する親の生計を成
り立たせる家族責任が強調されるようになる。小玉は、
その背景に離婚母子家庭の増加と家族の理想化および
それにあてはまらない家族を排除する動きが生じてい
たことを指摘する。「1980 年代入ると、死別母子家庭
が過半数を割り込み、代って、国家の預かり知らぬ離
別母子家庭が増加する」（小玉 2010：339、傍点引用者）。
要するに、離別母子家庭の母親は、勝手に離婚したの
だから、稼ぎ手である夫がいないといって、生計を成
り立たせる家族責任を果たせないとはいわせないとい
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うことなのであろう。周知のように、離別母子家庭は
その後一貫して増加し、平成 18 年度全国母子世帯等
調査では、死別母子世帯の割合が 9.7％であるのに対
して離別母子世帯は 79.7％である（厚生労働省雇用均
等・児童家庭局 2007）。
　そうしたなか、2002 年に『母子家庭等自立支援対策
大綱』が策定され、それ以降の母子家庭の母等の就労
の促進による自立支援が推進されてきた。2 節で吟味
したように、現在の母子家庭に対する施策内容は、直接、
母子家庭の生活や子育てを支援する策に乏しく、大半
は雇用の促進による経済的自立支援をねらいとしたも
のである。母子家庭に対する施策はいわゆる 2002 年
改革以降、母子家庭のとくに経済的自立を支援、とい
うよりそれを半ば強制する性格を帯びてきている（湯
澤 2004）といってよいのである。母親の家族責任を
基本に据える限かぎり、母子家庭に対する施策は結局
のところこうした支援に向かわざるをえない。それは、
母子家庭の母に人一倍の自助努力を求め、さらには子
どもにまでそれを求めかねない。
　したがって、必要なことは、母子家庭の母の家族責
任を基本に据える施策の性格を改め、母親の福祉保障、
子どもの福祉保障を、母子一体の福祉保障ではなく、
家族責任から分離して施策を設計していくことである。
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